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弁護士 津久井 進

災害ケースマネジメント
～災害復興における法実務と
ソーシャルワークとの連携～



自己紹介に代えて

なぜ弁護士が
災害に関わるのか



ボランティアからスタート



災害のリーガルマインド

何のために（目的）

その仕組みがあるのか（手段）

現場で考える（法的思考）



「東京防災」を見る

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/1002147
/1008042/1008074.html
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「ネジ止めが
基本」

「最も確実な
方法は、壁に
L字金具で固
定することで
す」



柱や壁の穴は、借主が原状回復義務
柱や壁に くぎ穴はつけられない

(東京都都市整備局 賃貸住宅紛争防止条例＆賃貸住宅トラブル防止ガイドライン）



港区の公営物件では転倒防止器具による原状回復義務免除
（2017/04/01~)



入居のしおりに家具の転倒防止を
明記することにした自治体
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東日本大震災と弁護士相談

◆陸前高田市の仮設住宅巡回訪問◆

難民支援協会，まぁむたかた等と連携 写真出典：まぁむたかた，野崎隆一氏

まちづくり個別相談（気仙沼）

避難所での相談
（大船渡市）

アウトリーチ
世帯ごとの個別相談

よってたかって連携

アウトリーチ

ツール活用

../../../../Pictures/Pictures/震災フォト/video/NHK陸前高田/VTS_01_0.IFO


災害時の弁護士相談の機能

■東日本大震災における
岩手，仙台，福島，千
葉，茨城，日弁東京三
会の無料相談

■情報分析結果として取
りまとめた2012年10月
までの約4万件が対象

■1000件を抽出して紹介



２７９ 家を購入後3時間で家を流される。住宅ローンの支
払いはどうなるのか。引渡し後3時間で転居前なので生
活再建支援金の支給を拒否された（宮城県：Ｈ２３．５）

４０９ 独身の兄と二人暮らしをしていたが，今回，兄が津
波で溺死。兄の死亡に関し，災害弔慰金も義援金も支
給されないのは不合理ではないか（岩手県：Ｈ２３．４）

７４３ 精神的にぼろぼろ，体も頭もついていかない。眠れ
ない。皆そう。避難指示で避難。その後の生活が読めな
いので転居もできない。とにかく生活費が必要。（福島
県：Ｈ２３．４）

東日本大震災無料相談事例集より



立法事実収集機能→立法へ
■東日本大震災復興基本法
■災害弔慰金等法の改正
■相続熟慮期間の延長特例法
■支援金，義援金等の差押禁止法
■東日本大震災事業者再生支援機構法
■東日本大震災被災者援助（法テラス）特例法
■原発事故子ども・被災者支援法
■災害対策基本法の改正
■被災マンション法の改正
■大規模災害借地借家特別措置法
◆被災ローン減免制度の創設
◆被災者生活再建支援法の運用改善 等々



被災者の生の声を聴く

「被災者」は，相談すること自体が大事
悩みはひとりだけの問題ではないから

「専門家」は生の声を聞くこと自体が大事
解決しなくても無力感は感じなくていい

立法事実の積み重ねとして重要な意義



災害ケースマネジメントの射程

なぜ必要なのか



取り残される一人ひとりの被災者

救済されない零細事業者



２０年目の復興災害［借上げ住宅問題］



法律で解決を図れないか



法律の限界
中規模半壊

(30%以上40％未満）

30％未満



全国各地から
湧き上がる

支援法の改正の声

しかし・・・・



在宅被災者の現実



宮城県女川町の横江義
行さん（65）は、東日
本大震災の大津波を生
き延びながら、8年後の
昨年3月27日、災害公営
住宅に入居するまで家
の湯船につかることは
なかった（中略）

「被災者に『大丈夫で
すか』と聞いても『大
丈夫じゃない、助けて
くれ』と言わない。
『どんな被害がありま
したか』と尋ねるのが
基本」と伊藤さんは言
う。
（日経2020/1/19 小林隆記者）



災害のダメージの要因は多様（ 法律は四角四面 ）

津波・地震・原発（被災ダメージの原因の差）

自体の財政規模や能力・人口流出と流入（自治体間の差）

仕事・雇用の喪失と貧困（生計手段へのダメージの差）

持家・借家（住宅資産の差）

全壊・大規模半壊・半壊・一部損壊（制度支援の水準の差）

プレハブ仮設・みなし仮設・在宅（制度支援の実行手段の差）

現地再建・集団移転・立退き（行政計画の差）

高齢、障害、生活困窮などのもともとの社会的脆弱性



住宅再建
支援金

就労支
援

災害保護
・貸付金

医療支
援

心のケ
ア

生活再建の
支援

復興支援員
の寄り添い

住宅被
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仕事喪失

収入減
少

健康被
害

トラウマ

家族離散

コミュニ
ティ喪失

個別計画
と実践

法律の限界を克服する

「り災証明一本主義」から「ありのままの被害」注目へ



法律の限界を克服する



法律の限界を克服する



災害ケースマネジメント

災害ケースマネジメントのことを、
「災害ケーマネ」 とか、
「災害ＣＭ」 とか、
「ＤＣＭ」 などと
略称することがあります。



災害ケースマネジメント

被災者一人ひとりに
必要な支援を行うため、

被災者に寄り添い、

その個別の被災状況・生活状況などを把握し、

それに合わせて様々な支援策を組み合わせた

計画を立てて、

連携して、

生活再建を支援するしくみ



厚労省「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会（地域共生社会推進検討会）」の最終とりまとめより

課題解決型支援 伴走型支援



■災害ケースマネジメント

被災者一人ひとりの被災状
況や生活状況の課題等を個
別の相談等により把握した
上で、必要に応じ専門的な
能力をもつ関係者と連携し
ながら、当該課題等の解消
に向けて継続的に支援する
ことにより、被災者の生活
再建が進むようマネジメン
トする取組







「災害ケースマネジメントに関する取組事例集」より

鳥取県

倉敷市



「災害ケースマネジメントに関する取組事例集」より

大町町

厚真町



「災害ケースマネジメントに関する取組事例集」より

盛岡市

岩泉町



乞うご期待！ 2023.3.末 手引書



愛媛版「市町地域支え合いセンター運営ガイドライン」
（令和５年２月）





被災者生活再建カード
［最新版は⇒http://naganokai.com/card/］



お金を支給する支援



お金を貸与する支援



役立つ制度～災害リバースモーゲージ



負担を減免する支援



役立つ制度～雑損控除

決して難しい制度ではない！



住まいを確保する支援



東日本大震災から８年が過ぎてなお、津波や地震で損
壊した自宅での生活を強いられる被災者は少なくない。
仙台市青葉区中山で暮らす無職Ｓさん（６７）の自宅を
訪ねた。

築４５年の木造２階。激しい揺れで２階の複数の柱に
深い割れ目が入り、１階の天井のはりはずれたままだ。
市の修繕状況調査には「一部修繕済み」と答えた。

震災で２階のコンクリート敷きのベランダがずれ
落ち、屋根が引っ張られてゆがみ、１階のサッシは
開閉できなくなった。

屋根の張り替え、玄関の修理など補修代金は約８
００万円に上った。２５年勤めた会社の退職金や火
災保険の見舞金を充てたものの、直し切れなかった。

市の目視による損壊判定は「半壊」。異議を申し
立てたが、２度目の判定でも覆らず「津波の被害で
もっとひどい人がいる」と言われた。公的な支援は
応急修理制度（５２万円）と義援金（５４万円）だ
けだった。

生活再建支援制度では半壊住宅を解体して建て替え
た場合、最大３００万円が支給される。Ｓさんは知
らなかった。
「仕事が忙しく、誰に相談すればいいか分からな
かった。知っていれば自宅を解体して新築してい
た」と嘆く。

カード作成の
きっかけとなった
Ｓさんのケース

１人暮らし。震災後、過労や人間関
係の悩みでうつ病を発症した。退職金
は自宅修繕で使い果たし、年金で暮ら
しをつなぐ。Ｓさんは悲痛な思いで訴
える。
「時間がたつほど追い詰められる。

どうすればいいか分からず困っている
人は他にもいるのではないか」

（河北新報 2019年4月20日付を引用
石巻総局・氏家清志記者）



共通して使うカード

私は６７歳。全財産は８００万円。自宅は半壊でした。
年金一人暮らしで、被災後はうつ状態。不安です。

方針 生活再建のために使うカード



一人ひとり（≠被災世帯）
のリアルを把握する

子どもに
二次被害

被災者生活再建支援法
福祉は「世帯」単位

ポイント１



アウトリーチ
（申請主義を克服）

ポイント２

伴走型
支援



支援の総合化・計画化ポイント３



仙台市では個別世帯単位でアセスメントを行い、個別に支援
メニューを組み合わせる生活再建施策を実施

53



「被災者生活再建加速プログラム」は個別世帯の
ケースデータの蓄積をもとにした支援の組み合わせ
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ワーキンググループ
参加者：区役所（保健福祉セ
ンター、まちづくり推進課、
障害高齢課）、社会福祉協議
会、ＰＳＣ
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個別訪問の実施

健康支援

見守り・
生活相談

地域保健福祉
サービスによる
支援

就労支援

伴走型民間賃貸
住宅入居支援

専任弁護士と連
携した相談支援
体制構築

支援内容 実施者

PSC（生
活困窮者
自立支援
法）

仙台市等

社協・
PSC

地域包括
支援セン
ターなど
の一般施
策

シルバー

PSC

弁護士

by T.Sugano



連携
（よってたかって／餅は餅屋）

ポイント４



エイドワーカー

江川紹子「災害支援 進化する「民」の力（下）」(2016/5/16)より
https://news.yahoo.co.jp/byline/egawashoko/20160516-00057741

（直訳）援助活動家、救援活動従事者



リンクワーカー

認知症・鬱病・運動不足による
各種疾患…。医療をめぐるさま
ざまな問題の最上流には近年深
まる「社会的孤立」がある。

従来の医療の枠組みでは対処が
難しい問題に対し、薬ではなく
「地域での人のつながり」を処
方する「社会的処方」。

制度として導入したイギリスの
事例と、日本各地で始まったし
くみづくりの取り組みを紹介。

患者のケアにつき、医師やケアマネージャー等の専門職と地域資源との橋渡しをする役割のこと



被災者

行政

支え合
いセン
ター

弁護士

建築士

ＮＰＯ

餅は餅屋で、よってたかって連携し、一人ひとりを支える

ケア
マネ

福祉
関係者

多くの社会資源で重層的に支援する

専門家

医療
関係者

民間
基金

近所
地域

民生委
員

伴走型支援

技術士



目的を見誤らない
（生活再建を図るため）

ポイント５



神戸市：仮設住宅解消プロジェクト

• 仮設住宅31,000世帯
→4年半で543世帯
うち困難93世帯

→20例でケース対応



包括相
談

地域づくり

参加支
援

アウトリー
チ

多機関協働









今が旬かも！？
災害ケースマネジメント

注目されつつある



ハリケーンカトリーナにおける被災者支援
（災害ケースマネジメントの萌芽）

膨大で広域だからこそ
一人ひとりの災害ケースマネジメント

それを支える被災者支援情報管理システム



鳥取県 知事記者会見 2018.1.18付 HPより抜粋



鳥取県の災害ケースマネジメント





災害ケースマネジメントに関する仕組みづくり
についてお尋ねがありました。災害ケースマネ
ジメントは、被災者が抱える多様な課題が解消
されるよう、一人一人の被災者の状況を丁寧に
伺い、関係者が連携して必要な支援を行う、こ
うした取組です。政府としては、これまでも、
被災者の方が自らに適した支援制度を活用して
生活再建に取り組むことができるよう見守り、
そして相談の機会、さらには被災者台帳を活用
したきめ細かな支援等を行ってきたところです。
また、効果的、体系的な被災者支援を実施でき
るよう、先進的な取組を進めている自治体によ
る災害ケースマネジメントの好事例について、
本年度中に全国の自治体に共有を図ることとし
ております。このような取組を平時から行うこ
とにより、今後とも、民間団体等を含めた多様
な主体が連携した災害ケースマネジメントの仕
組みづくりを進めてまいりたいと考えます。



防災基本計画修正(内閣府)





2022年度骨太の方針

経済財政諮問会議 27頁





災害対策基本
法に福祉を尊
重する規定

社会福祉法に
災害相談を組
み込む規定

地域防災計画に
「福祉支援」を
書き込む

地域福祉計画に
「被災者支援」
を書き込む



支援のゴールは平時の福祉



「災害」とは

暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、
土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑
りその他の異常な自然現象又は大規模な
火事若しくは爆発その他その及ぼす被害
の程度においてこれらに類する政令で定
める原因により生ずる被害をいう
（災害対策基本法２条１号）



HazardとDisasterの違い

ディザスターは
社会や生活上の被害

ハザードは
危機や現象



国際的にはコロナ禍も災害
災害とは
「コミュニティまたは
社会の機能の深刻な混
乱であって、広範な人
的、物的、経済的もし
くは環境面での損失と
影響を伴い、被害を受
けるコミュニティまた
は社会が自力で対処す
る能力を超えるもの」
出典：国連国際防災戦略防災用語
集(2009年版)

災
害

コミュニ
ティ・社
会機能の
混乱

人・物・
経済・環
境の損失

自力対
処能力
の超過

自衛隊の
災害派遣

DMATの
出動



「被災」とは

一人ひとりの人権を回復すること

一人ひとりの人権が損なわれること

一人ひとりの人権が危機にさらされること

復旧・復興・生活再建とは



災害対応

平時の制度

被
災
の
影
響
を
把
握

被災者A 多様で
重層的な
課題

被災者B 多様で
重層的な
課題

被災者C 多様で
重層的な
課題

支
援
の
組
み
合
わ
せ

（
個
別
支
援
計
画
の
策
定
）

被災者A

被災者B

被災者C

平時の支援c

災害時支援a

平時の支援c

災害時支援a

災害時支援b

災害時支援a

被災者生活再建支援における「災害ケースマネジメント」モデル

菅野拓（2017）「借上げ仮設を主体とした仮設住宅供与および災害ケースマネジメントの意義と論点―東日本大震
災の研究成果を応用した熊本市におけるアクションリサーチを中心に―」地域安全学会論文集，31号, pp.177-186



防災 発災 再建

•個別津波避難カルテ

高知県黒潮町

•マイ・タイムライン

常総市

•避難支援計画

別府市

•個別支援計画/マイプラン

兵庫県

令
和
三
年
五
月
災
対
法
改
正

個別
避難計画

災害ケース
マネジメン
ト

防災基本計画［令和3年5月25日中央防災会議決定］





個別避難計画
（事前災害ケースマネジメント）

•個別津波避難カルテ

高知県黒潮町

•マイ・タイムライン

常総市

•避難支援計画

別府市

•個別支援計画/マイプラン

兵庫県



兵庫県社会福祉士会
の取り組み





コーチング・スキルを学ぶ
「コーチング」＝対話を通じて新たな思考を生み出すこと

相手の中の答えを引き出す

かたまりをほぐす

簡単な質問から始める

自分の気持ちを話す

沈黙を活用する

リクエストを聞く

「不満」を「提案」に変える

目標をとことん話す

人生の新しい切り口を与える

物語をつくる

数値化する

役割を交換する

失敗する権利を与える

オリジナルのチェックリスト



個別避難計画が
うまく進まない法制度の原因

↓

たとえば「個人情報保護法」



個人情報保護法の目的

■「個人情報の保護」が目的ではない。

■「個人の権利利益の保護」が目的。

「個人情報の保護」は手段。

■「個人情報の有用性」への配慮(バランス)

個人情報
の保護

個人情報
の活用

個人の
権利利益



個人情報保護の基本的な枠組み

本人から
公正に収集

目的内の
利用

外部提供
しない

［原則］
個人情報は、本人から収集し、目的の範囲内で、自ら利用する

管理



個人情報共有のあり方

本人外から
の取得

目的外の
利用

第三者への
提供

法律の意味は
ここにある！

法令（災害対策基本法など）に基づく場合はOK

生命・身体・財産の保護に必要で本人同意が困難ならOK

公衆衛生向上・児童の健全育成に必要で本人同意が困難ならOK

「個人データ」
（×個人情報）



個人情報保護法の目的

第1条 この法律は、デジタル社会の進展に伴い個人
情報の利用が著しく拡大していることに鑑み、個
人情報の適正な取扱いに関し、基本理念及び政府
による基本方針の作成その他の個人情報の保護に
関する施策の基本となる事項を定め、国及び地方
公共団体の責務等を明らかにし、個人情報を取り
扱う事業者及び行政機関等についてこれらの特性
に応じて遵守すべき義務等を定めるとともに、個
人情報保護委員会を設置することにより、行政機
関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図り、
並びに個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな
産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国
民生活の実現に資するものであることその他の個
人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を
保護することを目的とする。



情報を守るためではなく

人を守るためにある



神戸市における災害時の要援護者への支援に関する条例

第７条（個人情報の収集及び要援護者支援団体への提供）
市長は、第３条第１項の規定に基づく体制の整備を推進するため、
次に掲げる者の個人情報を本人の同意を得て収集し、及び要援
護者支援団体に提供することができる。

（中略）
４ 第１項の規定に基づき個人情報を収集し、及び要援護者支援団体

に提供することについて本人の同意を求めた場合において、本
人による不同意の意思が明示されなかったときは、同項の規定
の適用に関しては、これらのことについて本人の同意を得てい
るものと推定する。

第13条（緊急時における要援護者への支援台帳の作成等）
市長は、第７条第１項の規定に基づき個人情報を収集し、及
び要援護者支援団体に提供することについて本人の同意を求
めた場合において、本人による不同意の意思が明示され、同
条第４項本文の規定による推定を受けなかったときであって
も、緊急時における要援護者の安否の確認及び避難生活の支
援のために災害の発生後直ちに情報の提供が行えるように、
当該不同意に係る個人情報に関して要援護者登録保留台帳を
作成するものとする。





『災害ケースマネジメント◎ガイドブック』（合同出版）より



被災者生活再建ノート・被災者カルテ

一人ひとりの被災者が

生活再建のために

自らの状況を把握し

支援者の助言を記録し

情報を届け，

多様な支援を実効化

そのための

「ノート」「カルテ」

https://www.nichibenren.or.jp/jfba_info/publication/pamphlet/saiken_note.html



被災者生活再建ノート



被災者カルテ



最後の一人まで
（災害復興フェーズ）

＆
最後の一人から

（防災減災フェーズ）



[付録]阪神・淡路大震災２8年目に
自分に言い聞かせる２8訓

１ あきらめない

２ がんばらない

３ がまんしない

４ わすれない

５ みとめあう

６ なぐさめあう

７ つながりあう

８ わかちあう

９ かんがえぬく

１０ たちあがる

１１ よせあつめる

１２くみあわせる

１３ こえをだす

１４ だまってていい

１５ 深刻さをわらいあう

１６ 絶望をこわがらない

１７ 過去をよくふりかえる

１８ 制度をやわらかくする

１９ 自分の力でやる

２０ 己を知り限界を知る

２１ 行政に依存せず・されず

２２ 誰のためかを考える

２３ 何のためかを考える

２４ 目的と手段を入れ替えない

25 失敗したらやり直す

２6 冷静に怒り静かに攻める

２7 しなやかに回復する

２8 一人ひとりを大切にする
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